
DC事業戦略・企画⽀援
-ターゲット顧客選定
-サービス設計 など

DCファシリティ要件
定義・設計⽀援
-マシンルームや建屋

の設計支援 など

お客様の検討テーマ 富士通のご⽀援スコープ

Fujitsu データセンター事業化⽀援サービス

戦略策定からファシリティ・ICTインフラ運用設計まで
一体で支援するコンサルティングサービスをご提供

富士通では、全国複数拠点のデータセンターを30年にわたり企画・運用してきた知⾒を元に、
戦略・要件定義・設計の上流⼯程を対象に、事業企画の策定からファシリティ・ICTインフラ
運用設計まで横断してご支援します。

AI/GPU需要の拡大により、DC事業への参入機会は広がっています。
一方で、DC事業は⼟地・建物・電⼒を確保して建設するだけでは成⽴しません。
開業後にどのようなサービスを提供し、誰が運用を担い、どのように品質を維持するかを
具体化することが、DC事業成功の鍵となります。

開業後に“事業として成⽴するか”を左右する3つの論点

顧客に説明できる
サービスになっているか

誰が、どの体制で
ICTインフラとファシリティを
24/365運用するか

開業後の運用フローを
具体的に描けているか

・ 何を提供し、どの品質を約束するのか
・ 顧客に説明可能なメニューになっているか

・ 24/365の監視・保守・顧客対応を誰が担うのか
・ 必要スキル、役割分担等をどう設計するか

・導入・受入・監視・障害対応の運用フロー
・RACI、管理基準、⼿順書体系、運用ドキュメント

富士通の実運⽤知⾒で、運⽤モデルを起点にDC事業化を具体化

顧客に説明できる
サービスを整理したい

24/365の運用体制、必要スキル、
役割分担を具体化したい

運用フローを明確化し、
運用ドキュメントを整理したい

提供サービスメニュー、
SLA/SLO、標準仕様を整理

運用体制、必要スキル、RACI、
パートナー活用範囲を整理

導入・受入フロー、DC管理基準、
⼿順書を整理
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HOW IT WORKS

事業化推進⽀援
-支援領域を横断した論点整理／全体計画・進捗管理 等

何を
売るか

誰が
運営するか

どう品質を
維持するか
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DC運⽤設計・⽴上げ⽀援



お問い合わせ先
富士通株式会社
〒211-8588 神奈川県川崎市中原区上⼩⽥中4-1-1

お問い合わせフォーム

富士通データセンター紹介

FLEXIBLE 
DELIVERY

A

B

C

お客様の検討段階や課題に応じて最適な提供形態を選択可能

開業後に提供する運用サービスを具体化し、SLA/SLO、運用体制、責任分界、
運用フロー、必要ドキュメント等の整理をファシリティ・ICTインフラの両面から
ご支援します。

運用モデル・提供サービス・想定顧客を前提に、事業性評価、投資判断、
⽴地・電⼒・回線、提供サービス設計の論点を整理します。

DC事業戦略・事業企画⽀援

DCファシリティ要件定義・設計⽀援

DC運⽤設計・⽴上げ⽀援

事業戦略や企画をもとに、DCファシリティの要件定義や設計を整理します。

〜投資判断できる状態にする〜

〜開業後に回る運⽤モデルを確⽴する〜

〜建屋仕様を定義する〜

＜成果物例＞
・ 事業コンセプト
・ ターゲット顧客像
・ 提供サービス案

＜成果物例＞
・ 推奨運用体制
・ 運用フロー
・ ⼿順書

＜成果物例＞
・ ファシリティ要求仕様
・ 電源・冷却要件

• 提供サービスメニュー／SLA・SLO／標準仕様
• 運用体制／必要スキル／役割分担／RACI
• ファシリティ運用とICT運用の責任分界導入
• 受入・監視・障害対応フロー
• 運用管理基準
• ⼿順書／運用ドキュメント

• DCファシリティの要件定義支援
• マシンルーム・建屋の設計支援
• 電源／冷却の設計支援
• ICT機器とファシリティの整合設計支援

• 事業モデル整理︓建物提供／運用サービス含む提供範囲
• 投資判断論点︓運用コスト・体制を踏まえた事業性評価
• 顧客・サービス仮説︓ターゲット顧客、提供サービス、SLA方針
• ⽴地・電⼒・回線︓評価観点・検討論点の整理

SERVICE MENU
DC事業を投資判断から事業⽴上げまで推進するために必要な検討領域を
富士通の実運用知⾒をもとに一体でご支援します
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関連リンク

 A〜Cは段階的なご支援（A→B→C）に加え、単体でのご支援も可能です。
 A〜Cのすべての提供形態において、専任メンバーがお客様に伴⾛し、意思決定から実⾏・推進までを

支援します。

※ AおよびBのメニューにつきましては、お客様のご要件に合わせて、富士通および富士通グループ各社が提供する
他の最適なソリューションをご提案する場合があります。


